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１ はじめに 

（１）計画の趣旨 

〇 本県教育委員会では、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号。

以下「障害者雇用促進法」という。）等に基づき、厚生労働大臣が作成する指針に即して

「障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画（以下「障

害者活躍推進計画」という。）」として、令和２年３月に「茨城県教育委員会障害者活躍推

進プラン」（以下「第１期プラン」という。）を策定し、障害のある職員がその障害特性や

個性に応じて能力を有効に発揮して職業生活において活躍することを実現することを目

指し、取組を進めてきたところです。 

〇 この度、第１期プランの計画期間が終了することに伴い、これまでの成果と課題を踏ま

え、障害のある職員がその障害特性や適性に応じて能力を最大限に発揮し、生き生きと活

躍できる職場づくりをさらに推進していくために、「茨城県教育委員会障害者活躍推進プ

ラン（第２期）」（以下、「本計画」という。）を策定します。 

 

（２）計画期間 

   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間とします。 
 
（３）計画推進体制 

○ 本計画は、県教育委員会事務局、学校以外の教育機関及び県立学校の全ての職員並びに県

費負担教職員を対象としています。また、会計年度任用職員及び臨時的任用職員についても対

象としています。 

○ 組織全体で障害のある職員の活躍を推進していくため、障害者雇用推進チーム1を設置

し、継続して目標の達成状況及び本計画に基づく取組の実施状況等の点検・評価等につい

て協議を行っていくほか、必要に応じて本計画の見直しなどを行います。 

○ 計画の策定及び変更については職員に対して周知するとともに、本計画に基づく取組の

実施状況等については、毎年度、県ホームページ等により公表します。 

 

 

 

 

 

 

                                                
1 障害者雇用に関する関係課（総務課、財務課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課）の長を構成
メンバーとする組織。 
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２ 障害者雇用の現状、第１期プランの目標達成状況及び今後の課題 

（１）採用の状況 

ア 常勤職員の採用 

○ 事務職員に関しては、昭和 56 年度から身体障害者を対象とした採用選考を実施して

きました。実施に当たっては、これまで、以下のとおり受験要件を緩和や出題文を点字に

対応するなど受験上の配慮に取り組んでいます。 

【受験要件緩和の経過】 

平成24年度選考～ 障害等級を「４級まで」から「６級まで」に拡大 

県内居住要件を廃止 

平成30 年度選考～ 障害区分に、「知的障害」及び「精神障害」を追加 

年齢上限（採用時年齢）を30歳から39歳に引き上げ 

令和４年度選考～  年齢上限（採用時年齢）を59歳に引き上げ 

※以降、定年引上げに伴い段階的に年齢上限を引き上げ 

○ 教員に関しては、平成18年度実施の選考試験より身体障害者を対象とした特別枠を設

け、令和元年度実施の選考試験からは、受験対象者を知的障害者及び精神障害者を含む、

全ての障害者に拡大しました。 

イ 非常勤職員の採用 

○ 平成20年度より、教育庁等の各所属に事務補助職員として、また、県立学校において

は、学校用務員として障害のある職員を採用しています。 

○ さらに、令和元年度より市町村立学校に、教員の事務補助を行う「スクール・サポー

ト・スタッフ」を配置し、令和２年度からは県立特別支援学校、令和６年度からは県立

中学校・高等学校・中等教育学校にも配置を進めているところです。 

 

障害者の採用を進めていくためには、積極的な採用活動に取り組んでいくとともに、多く

の障害者に県職員の仕事内容等を知ってもらう機会を作り、本県教育委員会に興味・関心を

持ってもらうための各種取組を進めていく必要があります。 

 

（２）雇用率の状況  第１期プランにおける目標項目① 

〇 国や地方公共団体は、障害者雇用を率先垂範する立場として、民間企業に対する法定雇

用率よりも高い法定雇用率が課されています。 

〇 本県教育委員会では、積極的な採用活動を行った結果、令和３年以降、法定雇用率を上

回る数値で推移しています。 

【実雇用率の状況】 

 障害者数（実数） 実雇用率 （参考）法定雇用率 

令和２年 ３７３人 ２．４６％ ２．４％ 

令和３年 ４０１人 ２．６２％ 

２．５％ 令和４年 ４１４人 ２．６６％ 

令和５年 ４１０人 ２．６４％ 

令和６年 ４５５人 ２．８９％ ２．７％ 

    ※ 茨城労働局への報告値（各年６月１日時点） 
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〇 なお、県教育委員会に適用される法定雇用率については、令和７年４月に雇用率算定に

係る除算率の引き下げ（25％→15％）、令和８年４月に 0.2％の引き上げが予定されてい

ることから、引き続き障害者雇用の取組を着実に進めていく必要があります。 
 

（３）職場定着の状況  第１期プランにおける目標項目② 

  〇 障害のある職員の職場定着（採用１年後）の状況は、次の表のとおりであり、障害への

理解促進及び職場環境の整備等により、不本意な離職を防ぎ、安心して働き続けることが

できる環境づくりに取り組んでいるところです。 
 

〔本県教育委員会における採用１年後の障害のある職員の職場定着率の状況〕 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

８４．８％ ９１．７％ ７７．５％ ７４．４％ 

 

〔（参考）民間企業等における採用１年後の障害者の職場定着率の状況〕 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

６０．８％ ６８．０％ ４９．３％ 

出典：「障害者の就業状況等に関する調査研究」（2017年 （独法）高齢・障害・求職者雇用支援

機構障害者職業総合センター） 
 

  〇 本県教育委員会に勤務する障害のある職員が職業生活への満足度を高めながら、勤務を

継続していくことができるようにするため、更なる取組を進める必要があります。 

具体的には、障害のある職員の能力や適性、特性等に適合する職務の選定や障害の状況

等に応じた働きやすい職場環境づくりなど、県教育委員会をあげて積極的に取り組んでい

く必要があります。 

 

（４）障害のある職員の満足度の状況  第１期プランにおける目標項目③ 

○ 管理監督者等による定期的な面談を通じて、職場環境や業務内容等について確認を行い、

課題を整理し改善に取り組むことで満足度の向上を図りました。 

 

○ 引き続き、職場環境や業務内容等に対する満足度を調査・確認し、優先度の高い課題に

ついては着実に改善に取り組む必要があります。 
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３ 目標 

  障害者活躍推進計画作成指針（令和元年厚生労働省告示第198号）に基づき、次の３項目に

係る目標を設定します。 

 

（１）採用に関する目標 

項 目 目  標 評価方法 

実雇用率 

（各年度） 

当該年６月１日時点の法定雇

用率を着実に達成します。 

障害者雇用促進法に基づく毎年の任

免状況通報により把握・進捗管理しま

す。 

 

（２）職場定着に関する目標 

項 目 目  標 評価方法 

定着率の向上 

（各年度） 

不本意な離職者を極力生じさ

せないようにすることで、定着

率の向上を図ります。 

障害者雇用促進法に基づく毎年の任

免状況通報にあわせて、人事記録を基

に、前年度採用者の定着状況を把握し

ます。 

 

（３）満足度に関する目標 

項 目 目  標 評価方法 

満足度の向上 

（各年度） 

職場環境等の改善事項を把握

し、着実に対応することで、

満足度の向上を図ります。 

障害のある職員に対するアンケート

や管理監督者等による定期面談等を

通して、仕事や職場環境等に対する満

足度や改善事項を把握し、優先度の高

い改善事項については着実な改善を

図ります。 
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４ 目標達成に向けた施策体系 

 

 

 

  

１ 推進体制の整備 

 

(1)教育庁内組織の設

置等 

①障害者雇用推進者の選任 

②障害者雇用推進チーム等の設置 

(2)相談体制等の構築 

①障害者職業生活相談員の選任 

②産業医等による相談対応 

③同僚職員による見守り 

④外部機関による相談窓口の活用 

２ 障害への理解促進 
(1)研修の実施            

①管理監督者等向け研修の実施 

②一般職員向け研修の実施 

(2)事案検討 ①所属間での事案検討等 

３ 職務の選定・適合 
(1)職務の選定・適合

状況の確認 

①採用前の意向調査の実施 

②管理監督者との定期面談の実施 

４ 職場環境の整備 

(1)配慮事項の把握等 
①採用前の意向調査の実施（再掲） 

②管理監督者との定期面談の実施（再掲） 

(2)業務環境の整備 
①勤務環境の整備 

②作業手順の簡素化又は見直し 

(3)多様で柔軟な働き

方の推進 

①テレワークや時差出勤等の利用促進 

②年次有給休暇等の取得促進 

５ 
職員の採用・育成

等 

(1)積極的な採用活動

等 

①募集・採用の取扱 

②障害のある学生のインターンシップや特

別支援学校の生徒の職場実習の受入れ 

③障害者向け説明会等の実施 

(2)キャリア形成 ①研修を通じた能力向上 

(3)その他人事管理等 
①障害特性等を踏まえた人事異動等 

②職員アンケートの実施 

６ 優先調達等 
(1)障害者就労施設等

への発注等 
①障害者就労施設等への発注 

施策展開 施 策 展 開 の 方 向 性 
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５ 目標達成に向けた具体的な取組 

 

 

 

障害者の活躍を推進するためには、計画策定から取組の実施状況の把握・点検、必要に応

じ計画の見直しまでのＰＤＣＡサイクルを確立する必要があるため、教育庁内に組織を設置

します。 

あわせて、障害のある職員が相談できる体制を構築します。 

 

（１） 教育庁内組織の設置等 

① 障害者雇用推進者の選任 
    障害者雇用の推進責任者（障害者雇用促進法に基づく「障害者雇用推進者」）として総

務課長を選任します。（令和元年９月選任済） 
② 障害者雇用推進チーム等の設置 

    関係課長（総務課長（障害者雇用推進者）、財務課長、義務教育課長、高校教育課長、及

び特別支援教育課長）を構成員とする「障害者雇用推進チーム」を設置します。 

当該チームの下には、障害のある職員等が参画するワーキングチームを設置します。 

 
（２） 相談体制等の構築 

① 障害者職業生活相談員の選任 
障害のある職員が５名以上在籍する所属には、障害者の職業生活全般についての相談

や指導を行う者（障害者雇用促進法に基づく「障害者職業生活相談員」）を選任します。

（令和元年12月選任済） 

② 産業医等による相談対応 

産業医や学校医または教職員ＯＢによる教職員相談室での相談対応により、不安解消を

図ります。 

また、新たに採用した障害のある職員については、本人の希望等を踏まえ、教育庁の各

人事担当において随時相談・サポートを行います。 

③ 同僚職員による見守り 

同僚職員が定期的な声かけ等により、障害に対する必要な配慮がなされているか確認す

るとともに、仕事や体調等の状況を見守ります。状況の変調等に気づいたときは、速やか

に管理監督者等に報告し、早期の対応を図ります（入庁後数年以内の職員や人事異動後間

もない職員に対しては、本人が希望した場合は、見守りの担当者を指定する等の対応を行

います。）。 

④ 外部機関による相談窓口の活用 

労働局や公共職業安定所など外部の支援機関の相談窓口を活用します。 

 

 

１ 推進体制の整備 
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障害のある職員が活躍できる職場づくりを進めるためには、周りの職員が障害について

正しく理解することが不可欠であるため、研修等を通じて理解促進に努めます。 

 

（１） 研修の実施 

① 管理監督者等向け研修の実施 

ハローワークによる「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」など、外部の支援

機関による専門研修の受講を奨励します。 

② 一般職員向け研修の実施 

外部機関等の講師による研修を実施するなど、障害の理解促進に向けた取組を行う他、

機会を捉えて本計画の内容について説明し、県教育委員会による障害者の活躍促進に向け

た取組を周知します。 

 

（２） 事案検討 

① 所属間での事案検討等 

障害のある職員が在籍する所属間での困難事例等への対応やノウハウを情報共有する

ため、必要に応じ事案検討の場等を設けます。 

 

 

 

 

 障害のある職員が能力を有効に発揮するためには、障害特性や適性、能力等に適合した

職務の選定が重要であるため、事前に職員個々の能力等を十分に把握するとともに、定期

的に担当業務との適合の状況を確認します。 

 

（１） 職務の選定・適合状況の確認 

① 採用前の意向調査の実施 

職員採用試験等の合格者に対する採用前の意向調査等において、当該合格者の障害特性

や適性、能力等を把握し、当人に適した業務を確認します。 

② 管理監督者との定期面談の実施 

障害のある職員の希望に応じて、年３回を目安に、定期的な面談を実施し、担当業務と

の適合の状況を確認します。本人の能力と職務が適合していないと認められる場合等は、

担当業務の見直しを行います。 

 

 

 

２ 障害への理解促進 

３ 職務の選定・適合 
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 障害のある職員が働きやすい職場環境を整備するため、職員の要望等を踏まえながら、

必要な整備・改善等を図るとともに、多様で柔軟な働き方を推進します。 

 

（１） 配慮事項の把握等 

① 採用前の意向調査の実施等（再掲） 

職員採用試験等の合格者に対する採用前の意向調査において、当該合格者の障害の状況

等を把握し、必要な配慮を確認します。 

また、新規採用予定者が希望した場合は、採用前に配属予定所属の管理監督者等と面談

をするなど、必要な配慮等について話し合うことで、採用後のスムーズな職場定着を図り

ます。 

② 管理監督者との定期面談の実施（再掲） 

障害のある職員の希望に応じて、年３回を目安に、定期的な面談を実施し、職場環境等

について確認します。改善等が必要であると認められる場合は、関係部署とも連携し、早

急の改善を図ります。 

 

（２） 業務環境の整備 

① 勤務環境の整備 

障害のある職員からの要望等を踏まえ、できる限り働きやすい職場の整備を検討しま

す。 

② 作業手順の簡素化又は見直し 

障害のある職員からの要望等を踏まえ、作業マニュアルのカスタマイズ化やチェック

リストの作成、作業手順の簡素化や見直しを検討します。 

 

（３） 多様で柔軟な働き方の推進 

① テレワークや時差出勤等の利用促進 

テレワークや時差出勤、サテライトオフィスなどの活用が可能な職員については、こ

れらの活用を促進します。 

② 年次有給休暇等の取得促進 

日単位又は時間単位の年次有給休暇等の取得を促進し、治療と仕事の両立等を支援し

ます。 

 

 

  

４ 職場環境の整備 
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 障害のある職員の募集・採用については、不必要な条件を付さず、広く対象者を募るほ

か、積極的な採用活動を行います。 

あわせて、キャリア形成の推進に向けた取組等を行います。 

 

（１） 積極的な採用活動等 

  ① 募集・採用の取扱 
・ 募集・採用に当たっては、次の取扱を行いません。 

✓特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。 

✓自力で通勤できることといった条件を設定する。 

✓介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

✓「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられること」といっ 

た条件を設定する。 

✓特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

・ 採用選考に当たっては、拡大印刷や点字、手話通訳、筆談による対応のほか、面

接時に就労支援機関の職員等の同席を可能とするなど、必要な配慮を行います。 

② 障害のある学生のインターンシップや特別支援学校の生徒の職場実習の受入れ 

県庁で働くイメージをもってもらうため、インターンシップや職場実習を積極的に受

け入れます。 

③ 障害者向け説明会等の実施 

障害者を対象とした職場見学会等を実施します。 

 

（２） キャリア形成 

自治研修所による研修等を通じて、実務能力や専門性の向上を図ります。なお、研修

の受講に当たっては必要な配慮を検討します。 

 

（３） その他人事管理等 

① 障害特性等を踏まえた人事異動等 

障害のある職員の障害特性や能力、希望等を十分に把握したうえで、人事異動を行い

ます。 

また、人事異動に当たっては、次による対応を行います。 

・ 現所属の管理監督者から新所属の管理監督者に対し、人事異動に係る職員の障

害への配慮事項や職務の適性等について詳細な情報提供を行います。 

・ 必要に応じ、異動前に新所属の管理監督者等と面談し、必要な配慮等について

話し合うことで相互の理解を深めるとともに、異動後の不安解消を図ります。 

 

５ 職員の採用・育成等 
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② 職員アンケートの実施 

必要に応じ障害のある職員を対象としたアンケートを実施し、担当業務や職場環境に

対する満足度や改善事項等を把握します。改善等が必要であると認められる場合は、関

係部署とも連携し、早急の改善を図ります。 

 

 

 

 

    障害者就労施設等への優先調達等を推進します。 

 

（１） 障害者就労施設等への発注等 

① 障害者就労施設等への受注 

国等による障害者就労支援施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24

年法律第 50 号）に基づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡

大を推進します。 

 
 

６ 優先調達等 
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